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60
歳
以
降
の
高
齢
者
雇
用
 

特別テーマアンケート　調査部 

62.5％で再雇用制度を採用 
改正法が求める基準づくりは大半がこれから 

「
勤
務
延
長
制
度
」
や
「
定
年
年
齢
を
年
金

支
給
開
始
年
齢
に
合
わ
せ
て
引
き
上
げ
」
を

採
用
し
て
い
る
企
業
は
、
そ
れ
ぞ
れ
五
・
八

％（
六
件
）、
一
・
〇
％（
一
件
）と
わ
ず
か
だ

っ
た
。
ま
た
、
「
現
在
、
何
ら
か
の
定
年
延

長
、
継
続
雇
用
制
度
の
設
置
を
検
討
中
」
と

す
る
企
業
が
一
〇
・
六
％（
一
一
件
）で
、
「
六

〇
歳
以
降
の
継
続
雇
用
は
考
え
て
い
な
い
」

と
す
る
企
業
が
一
四
・
四
％（
一
五
件
）あ
っ

た（
図
１
）。 

　
「
再
雇
用
制
度
」
や
「
グ
ル
ー
プ
会
社
、

関
連
会
社
間
で
継
続
雇
用
」
「
勤
務
延
長
制

度
」
な
ど
の
継
続
雇
用
制
度
を
導
入
し
て
い

る
企
業
に
、
導
入
理
由
（
複
数
回
答
）
を
聞

い
た
問
い
で
は
、
「
経
験
、
能
力
の
活
用
」

 

   

関
連
企
業
で
雇
用
が
２
割 

　
回
答
企
業
の
す
べ
て
が
、
定
年
退
職
制
度

を
導
入
し
て
お
り
、
そ
の
ほ
と
ん
ど（
九
七
・

一
％
）
が
六
〇
歳
定
年
制
を
採
用
。
定
年
年

齢
に
到
達
し
た
高
齢
者
の
継
続
雇
用
を
ど
の

よ
う
に
し
て
い
る
か
を
聞
い
た（
複
数
回
答
）

と
こ
ろ
、
定
年
で
い
っ
た
ん
退
職
さ
せ
た
後

に
再
び
雇
用
す
る
「
再
雇
用
制
度
」
を
採
用

し
て
い
る
企
業
が
六
二
・
五
％
（
六
五
件
）

と
も
っ
と
も
多
く
、
次
い
で
「
グ
ル
ー
プ
会

社
、
関
連
会
社
間
で
継
続
雇
用
を
図
る
」
が

一
九
・
二
％
（
二
〇
件
）
と
な
っ
て
お
り
、

設
定
さ
れ
た
定
年
年
齢
に
達
し
た
高
齢
者
を

退
職
さ
せ
る
こ
と
な
く
引
き
続
き
雇
用
す
る 

　
年
金
支
給
開
始
年
齢
の
段
階
的
引
き
上
げ

が
二
〇
〇
一
年
度
か
ら
始
ま
り
、
現
在
ほ
と

ん
ど
の
企
業
が
六
〇
歳
と
定
め
て
い
る
定
年

退
職
年
齢
と
年
金
支
給
と
の
接
続
を
ど
う
図

る
の
か
が
社
会
的
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
こ
こ
数
年
中
に
労
働
人
口
の
減
少
が

確
実
視
さ
れ
、
三
年
後
か
ら
始
ま
る
団
塊
の

世
代
の
定
年
退
職
が
目
前
に
迫
る
な
か
、
高

齢
者
の
雇
用
の
あ
り
方
を
め
ぐ
る
論
議
が
ク

ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
る
。 

 

こ
れ
ら
を
背
景
に
、
今
年
の
通
常
国
会
で

は
、
継
続
雇
用
制
度
の
導
入
、
定
年
年
齢
の

引
き
上
げ
・
廃
止
の
い
ず
れ
か
の
実
施
を
二

〇
〇
六
年
か
ら
義
務
付
け
る
「
改
正
高
齢
者

雇
用
安
定
法
」
が
成
立
し
た
。 

 
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
が
昨
年
一
〇

月
か
ら
実
施
し
て
い
る
ビ
ジ
ネ
ス
・
レ
ー
バ

ー
・
モ
ニ
タ
ー
調
査
は
、
今
回
の
特
別
テ
ー

マ
と
し
て
「
高
年
齢
者
の
継
続
雇
用
」
を
取

り
あ
げ
、
モ
ニ
タ
ー
の
企
業（
一
〇
九
社
）、

事
業
主
団
体（
五
八
団
体
）、
単
組（
四
三
組

合
）、
産
別（
二
九
組
織
）に
、
定
年
退
職
を

迎
え
た
高
齢
者
の
継
続
雇
用
に
対
す
る
取
り

組
み
の
実
態
や
、
法
改
正
を
踏
ま
え
た
対
応

な
ど
に
つ
い
て
聞
い
た
。
本
稿
で
は
、
企
業

に
聞
い
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
紹
介
す
る
。 

　
モ
ニ
タ
ー
調
査
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の

専
用
回
答
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
を
利
用
し
た
ア
ン

ケ
ー
ト
方
式
で
、
〇
四
年
八
月
三
〇
日
〜
九

月
一
五
日
に
実
施
。
企
業
一
〇
四
社
（
回
収

率
九
五
・
四
％
）
か
ら
回
答
が
寄
せ
ら
れ
、

こ
の
う
ち
製
造
業
が
五
〇
社（
四
八
・
一
％
）、

非
製
造
業
五
四
社（
五
一
・
九
％
）。
回
答
企

業
を
従
業
員
規
模
別
（
正
社
員
）
で
み
る
と
、

一
〇
〇
人
未
満
規
模
が
三
・
八
％
、
一
〇
〇

〜
二
九
九
人
が
二
・
九
％
、
三
〇
〇
〜
九
九

九
人
が
一
〇
・
五
％
、
一
〇
〇
〇
人
以
上
が

八
二
・
八
％
と
な
っ
て
い
る
。 
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を
あ
げ
る
と
こ
ろ
が
八
一
・

六
％
で
ト
ッ
プ
で
、
次
い
で

「
年
金
支
給
開
始
年
齢
の
引

き
上
げ
に
向
け
て
の
体
制
づ

く
り
」「
労
働
組
合
の
要
望
」

が
四
三
・
四
％
、
「
社
会
的

要
請
」
が
三
八
・
二
％
、
以

下
「
職
場
の
モ
ラ
ー
ル
ア
ッ

プ
」（
二
二
・
四
％
）、
「
公

的
給
付
が
あ
り
人
件
費
の
抑

制
が
可
能
」（
一
五
・
八
％
）

な
ど
と
続
い
て
い
る（
図
２
）。 

　
定
年
に
到
達
し
た
高
年
齢
者
を
継
続
雇
用

す
る
場
合
の
、
基
準
や
手
続
き
を
定
め
て
い

る
か
に
つ
い
て
は
、
「
決
め
て
い
る
」
と
の

回
答
が
七
三
・
三
％
と
大
勢
を
占
め
、
「
文

書
で
は
決
め
て
い
な
い
が
慣
行
は
あ
る
」
と

す
る
一
〇
・
七
％
を
合
わ
せ
る
と
、
八
割
以

上
が
何
ら
か
の
形
で
基
準
や
手
続
き
を
定
め

て
い
る
。
一
方
、
「
と
く
に
決
め
て
お
ら
ず
、

そ
の
都
度
対
応
し
て
い
る
」
と
す
る
企
業
は

一
六
・
〇
％（
図
３
）。 

　
基
準
や
手
続
き
を
「
決
め
て
い
る
」
と
答

え
た
企
業
に
、
ど
こ
で
定
め
て
い
る
か
聞
い

た
と
こ
ろ（
複
数
回
答
）、
約
半
数
の
四
九
・

〇
％
が
「
就
業
規
則
」
と
回
答
。
次
い
で
、

「
そ
の
他
の
社
内
規
定
」
が
四
三
・
六
％
、

「
労
使
協
定
」
が
三
二
・
七
％
、
「
労
働
協

約
」
が
九
・
〇
％
な
ど
と
な
っ
て
い
る（
図

４
）。 

　
そ
の
基
準
や
手
続
き
を
定
め
る
場
合
（
そ

の
都
度
対
処
も
含
む
）
に
、
労
働
組
合
や
従

業
員
代
表
な
ど
と
協
議
し
て
い
る
か
聞
い
た

と
こ
ろ
、
六
九
・
四
％
と
過
半
数
の
企
業
が

「
労
働
組
合
と
協
議
す
る
」
と
し
、
「
労
使

協
議
機
関
で
協
議（
労
組
と
の
協
議
除
）」「
そ

の
都
度
選
ば
れ
る
従
業
員
代
表
と
協
議
」
と

の
回
答
が
と
も
に
五
・
三
％
と
な
っ
て
お
り
、

合
わ
せ
て
八
割
の
企
業
が
何
ら
か
の
形
で
従

業
員
と
の
協
議
を
行
っ
て
い
る
。
一
方
、
「
と

く
に
従
業
員
の
意
見
は
聞
か
な
い
」
と
す
る

企
業
も
二
〇
・
〇
％
と
少
な
く
な
い
。 

　
労
働
組
合
や
従
業
員
代
表
な
ど
と
協
議
す

る
場
合
に
、
ど
の
程
度
労
働
側
の
意
見
を
尊

重
す
る
か
に
つ
い
て
は
、
「
原
則
と
し
て
合

意
を
め
ざ
す
」
「
合
意
が
な
け
れ
ば
行
わ
な

い
」
が
そ
れ
ぞ
れ
四
二
・
〇
％
、
四
〇
・
三

％
と
多
く
、
「
意
見
を
参
考
に
す
る
」
が
一

四
・
五
％
、
「
意
見
聴
取
の
み
」
が
三
・
二

％
と
な
っ
て
い
る
。 

   

再
雇
用

の
８
割
が
会
社
側
の
選
別
で 

　
も
っ
と
も
制
度
採
用
の
多
か
っ
た
「
再
雇

用
制
度
」
に
焦
点
を
当
て
て
詳
し
く
見
て
み

よ
う
。
「
再
雇
用
制
度
」
の
導
入
時
期
で
は
、

高
齢
者
雇
用
安
定
法
の
前
回
改
正
（
六
〇
歳

以
上
の
定
年
制
の
「
義
務
」
化
と
六
五
歳
ま

で
の
継
続
雇
用
の
「
努
力
義
務
」
化
を
定
め

た
）
の
あ
っ
た
一
九
九
八
年
以
降
の
導
入
が
、

五
八
・
三
％
と
過
半
数
を
占
め
て
い
る（
図

５
）。 

　
「
再
雇
用
制
度
」
の
具
体
的
な
中
身
を
記

述
式
で
聞
い
た
問
い
で
は
、
「
六
〇
歳
で
定

年
退
職
す
る
社
員
の
う
ち
、
本
人
が
継
続
勤

務
を
希
望
し
、
会
社
が
必
要
と
認
め
た
者
を

有
期
契
約
（
嘱
託
な
ど
）
と
し
て
雇
用
。
一

年
毎
に
契
約
を
更
新
す
る
」
な
ど
と
す
る
企

業
が
ほ
と
ん
ど
。
雇
用
継
続
の
最
高
年
限
を

約
八
割
（
八
〇
・
三
％
）
が
定
め
て
お
り
、

そ
の
年
限
は
「
六
三
歳
ま
で
」
や
「
六
五
歳

ま
で
」
「
年
金
支
給
開
始
年
齢
に
合
わ
せ
て
、

段
階
的
に
六
五
歳
ま
で
引
き
上
げ
る
予
定
」

な
ど
さ
ま
ざ
ま
。
最
高
年
限
を
定
め
て
い
る

企
業
の
う
ち
約
半
数
（
四
六
・
三
％
）
が
「
六

五
歳
ま
で
」
と
し
て
お
り
、
次
い
で
「
六
二

歳
ま
で
」
が
二
七
・
八
％
な
ど
と
な
っ
て
い

る
。
「
六
二
歳
ま
で
」
と
す
る
企
業
は
、
現

時
点
で
の
年
金
支
給
年
齢
と
の
接
続
を
考
え

て
い
る
と
推
測
で
き
そ
う
だ
。 

　
で
は
、
「
再
雇
用
制
度
」
を
希
望
す
る
定

年
退
職
者
は
、
ど
の
程
度
い
る
の
だ
ろ
う
か
。

希
望
者
は
「
三
〇
％
未
満
」
と
答
え
た
企
業
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が
四
六
・
二
％
と
約
半
数
を
占
め
、
続
い
て

「
三
〇
〜
五
〇
％
未
満
」
が
二
六
・
二
％
、

「
七
〇
％
以
上
」
が
一
六
・
九
％
、
「
五
〇

〜
七
〇
％
未
満
」
が
一
〇
・
七
％
の
順（
図

６
）。
希
望
者
の
う
ち
の
ど
こ
ま
で
を
実
際

に
再
雇
用
す
る
か
に
つ
い
て
は
、
「
会
社
が

と
く
に
必
要
と
定
め
た
者
に
限
る
」
と
し
て

い
る
企
業
が
五
一
・
五
％
と
半
数
以
上
で
も

っ
と
も
多
く
、
「
会
社
が
定
め
た
基
準
に
適

合
す
る
者
全
員
」
の
二
七
・
九
％
を
合
わ
せ

る
と
、
約
八
割
（
七
九
・
四
％
）
が
何
ら
か

の
形
で
会
社
の
基
準
に
よ
る
選
別
を
行
っ
て

い
る
。
「
原
則
と
し
て
希
望
者
全
員
」
を
再

雇
用
す
る
企
業
は
一
七
・
七
％
だ
っ
た（
図

７
）。
そ
れ
で
は
、
希
望
者
の
う
ち
実
際
に

再
雇
用
さ
れ
る
人
の
割
合
は
ど
う
だ
ろ
う
。

「
七
〇
％
以
上
」
と
す
る
企
業
と
、
「
三
〇

％
未
満
」
と
す
る
企
業
が
、
そ
れ
ぞ
れ
三
八
・

九
％
、
三
三
・
三
％
と
拮
抗
し
、
大
き
く
二

極
に
分
か
れ
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
、
「
三
〇

〜
五
〇
％
未
満
」
が
一
四
・
八
％
、
「
五
〇

〜
七
〇
％
未
満
」
が
一
三
・
〇
％
な
ど
と
な

っ
て
い
る（
図
八
）。 

   

健
康

と
職
務
遂
行
能
力
を
重
視 

　
会
社
が
定
め
て
い
る
「
基
準
」
を
記
述
式

で
聞
い
た
と
こ
ろ
、
「
勤
務
に
耐
え
う
る
健

康
状
態
で
あ
り
、
会
社
が
指
定
す
る
職
務
を

遂
行
す
る
能
力
を
有
し
、
誠
意
を
持
っ
て
そ

の
職
務
に
就
け
る
者
」
「
希
望
者
本
人
の
遂

行
す
る
業
務
が
存
在
し
、
そ
の
業
務
に
必
要

な
経
験
・
技
術
・
能
力
を
備
え
て
い
る
こ
と
」

「
健
康
面
を
含
め
た
能
力
や
勤
務
成
績
な
ど

か
ら
総
合
的
に
判
断
」
な
ど
、
比
較
的
抽
象

的
な
「
基
準
」
を
示
し
て
い
る
企
業
が
多
い
。

そ
の
ほ
か
、
「
専
門
的
な
技
能
能
力
を
有
し

て
い
る
社
員
で
、
退
職
し
て
し
ま
う
と
、
職

場
の
業
務
に
支
障
を
き
た
し
て
し
ま
う
場
合
」

「
そ
の
人
で
な
け
れ
ば
得
ら
れ
な
い
ノ
ウ
ハ

ウ
や
人
脈
を
も
っ
た
人
材
」
な
ど
、
高
度
な

技
能
・
能
力
水
準
を
基
準
に
上
げ
て
い
る
と

こ
ろ
や
、
「
業
務
遂
行
能
力
が
著
し
く
劣
り
、

意
欲
・
気
力
に
欠
け
、
心
身
と
も
に
業
務
に

耐
え
ら
れ
な
い
－
な
ど
に
該
当
し
な
い
こ
と
」

と
し
て
、
再
雇
用
の
欠
格
条
件
を
あ
げ
て
い

る
企
業
も
あ
っ
た
。 

　
「
再
雇
用
制
度
」
に
よ
る
継
続
雇
用
の
契

約
期
間
は
、
「
一
年
」
が
全
体
の
九
五
・
五

％
を
占
め
主
流
で
、
そ
の
ほ
か
は
「
六
カ
月

以
上
一
年
未
満
」
が
四
・
五
％
と
わ
ず
か
。

「
六
カ
月
未
満
」
や
「
雇
用
期
間
を
定
め
て

い
な
い
」
は
皆
無
だ
っ
た
。
雇
用
形
態
に
つ

い
て
は
、
「
嘱
託
社
員
」
が
六
八
・
二
％
と

も
っ
と
も
多
く
、
「
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
」

が
一
六
・
七
％
、
「
正
社
員
」
が
四
・
五
％

な
ど
と
な
っ
て
い
る
。 

 

勤
務
形
態
に
関
し
て
は
、
「
定
年
前
と
同

じ
勤
務
日
数
、
勤
務
時
間
」
の
働
き
方
が
七

二
・
七
％
と
圧
倒
的
に
多
く
、
次
い
で
「
定

年
前
よ
り
勤
務
日
数
が
少
な
く
、
一
日
の
勤

務
時
間
は
同
じ
」
が
三
三
・
三
％
、
「
定
年

前
と
勤
務
日
数
は
同
じ
で
、
一
日
の
勤
務
時

間
が
短
い
」
「
定
年
前
よ
り
勤
務
日
数
が
少

な
く
、
一
日
の
勤
務
日
数
も
短
い
」
が
と
も

に
二
七
・
三
％
な
ど
と
な
っ
て
い
る（
図
９
）。 

 

再
雇
用
後
の
役
職
の
変
化
に
つ
い
て
聞
い

た
問
い
で
は
、
大
多
数
の
八
六
・
八
％
が
「
変

わ
る
」
と
回
答
。
「
変
わ
ら
な
い
」
と
す
る

企
業
は
五
・
九
％
と
少
数
だ
っ
た
。
資
格
に

関
し
て
も
同
様
で
、
「
変
わ
る
」
が
八
五
・

一
％
と
圧
倒
的
に
多
く
、
「
変
わ
ら
な
い
」 
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と
す
る
企
業
の
一
〇
・
四
％
を
大
き
く
上
回

っ
て
い
る
。 

 

仕
事
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
「
変
わ
ら
な

い
」
と
の
回
答
が
四
七
・
八
％
と
半
数
近
く

で
も
っ
と
も
多
く
、
「
変
わ
る
」
と
す
る
三

四
・
三
％
を
上
回
っ
て
い
る
。
ま
た
、
「
未

定
」
と
す
る
答
え
も
一
七
・
九
％
あ
り
、
そ

の
時
々
の
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
で
の
対
応
も

少
な
く
な
い
よ
う
だ（
図
10
）。 

　
賃
金
水
準
（
基
準
内
）
が
再
雇
用
後
に
ど

う
な
る
の
か
に
つ
い
て
は
、
九
三
・
九
％
と

ほ
と
ん
ど
の
企
業
が
「
下

が
る
」
と
回
答
。
「
変
わ

ら
な
い
」
と
し
た
と
こ
ろ

は
一
企
業
（
一
・
五
％
）

だ
け
で
、
「
上
が
る
」
は

皆
無
だ
っ
た
。
賃
金
水
準

が
「
下
が
る
」
と
答
え
た

企
業
に
、
そ
の
下
が
り
幅

を
聞
い
た
と
こ
ろ
、
五
六
・

〇
％
と
過
半
数
が
「
四
〇

％
以
上
」
下
が
る
と
回
答
。

次
い
で
「
三
〇
％
以
上
四

〇
％
未
満
」
が
二
二
・
〇

％
、
「
二
〇
％
以
上
三
〇

％
未
満
」
が
一
六
・
九
％

な
ど
と
な
っ
て
お
り
、
「
一

〇
％
未
満
」
「
一
五
％
以

上
二
〇
％
未
満
」
は
そ
れ

ぞ
れ
三
・
四
％
、
一
・
七

％
と
少
な
か
っ
た（
図
11
）。 
   

６
割
が
今
後
、継
続

雇
用
の
基
準
づ
く
り 

　
調
査
で
は
、
今
回
の
高

齢
者
雇
用
安
定
法
改
正
が
、

そ
れ
ぞ
れ
の
企
業
の
取
り

組
み
に
ど
ん
な
影
響
を
与

え
て
い
る
か
に
つ
い
て
も
聞
い
て
い
る
。
そ

れ
に
よ
る
と
、
改
正
法
が
希
望
者
全
員
の
継

続
雇
用
義
務
の
代
替
措
置
と
し
て
求
め
て
い

る
「
継
続
雇
用
の
基
準
」
づ
く
り
に
つ
い
て
、

継
続
雇
用
制
度
を
未
整
備
の
企
業
も
含
め
て

全
体
の
六
二
・
五
％
と
過
半
数
が
「
今
回
の

改
正
を
踏
ま
え
対
応
を
検
討
の
予
定
」
と
答

え
、
「
改
正
を
踏
ま
え
対
応
を
検
討
中
」
と

す
る
一
八
・
三
％
と
合
わ
せ
る
と
、
八
割
以

上
の
企
業
が
改
正
に
対
応
す
る
考
え
を
示
し

て
い
る
。
　
（
主
任
調
査
員
　
郡
司
正
人
） 
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